
1

ディマンドリスポンス等の拡大に向けた予算状況について
（ご報告事項）

2024年３月5日
資源エネルギー庁

資料５



⚫ ディマンドリスポンスの普及拡大や脱炭素化された調整力の確保等のため、定置用（系
統用、家庭・業産用）蓄電池の導入拡大は益々重要と認識。また、ディマンドリスポン
スの拡大に向け既存リソースのIoT化を進めることにより、未だ活用できていないリソース
の掘り起こしを行うことも重要。

⚫ このため、令和５年度補正予算及び令和６年度予算案において、関連予算を計上す
ることで調整力等に活用可能なリソースの確保等を図っていく。

⚫ 加えて、今後定置用蓄電池を含めた電力貯蔵システムの導入がさらに増加していく状
況を踏まえ、「健全かつ持続可能な蓄電システムの発展」に向けて、新たに検討の場を
設け、議論を深めていく予定。

本日のご報告事項
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⚫ 令和５年度補正予算において、家庭・業務産業用蓄電システムの導入支援やディマ
ンドリスポンスの拡大に向けたIoT化推進のための予算として100億円を確保。

⚫ これらの予算を活用し、出力制御の抑制にも貢献可能な分散型エネルギーリソースの導
入を促進。

家庭・業務産業用蓄電池の導入、DR拡大に向けたIoT化推進の支援
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（参考）要件等の概要

⚫ 電力需給の状況に合わせて、家庭や事業所における電気の需要の最適化（ディマン
ドリスポンス）の促進を図り※、出力制御の抑制にも貢献可能な分散型エネルギーリ
ソースの導入を促進。

⚫ 今年度中に公募要領を策定・公表し、順次受付を開始する予定。

（※）アグリゲーターとのディマンドリスポンス契約の他に、需要家が小売電気事業者の節電プログ
ラム等へ参加する場合等も対象とすることについて検討中。

（要件等の概要） ※現在検討中
＜家庭用蓄電池にかかる主な要件＞
ディマンドリスポンスにも活用可能な家庭用蓄電池の導入を支援
・対象範囲：家庭用蓄電池の設備費、工事費、据付費
・補助率：最大1/3 

＜業務産業用蓄電池にかかる主な要件＞
ディマンドリスポンスにも活用可能な業務・産業用蓄電池の導入を支援
・対象範囲：業務産業用蓄電池の設備費、工事費、据付費
・補助率：最大1/3 

＜既存設備のIoT化支援にかかる主な要件＞
蓄熱槽や生産設備等の既存設備に計測機器や制御機器等を追加し、ディマンドリスポンス対応可能とすることを支援
・対象範囲：ディマンドリスポンス対応可能とするための通信設備、センサー、EMS等のIoT化関連機器
・補助率：最大1/2



⚫ 令和６年度予算案において、系統用蓄電システム等導入促進のための予算を計上。
GX経済移行債活用予算として、複数年度事業を可能とする国庫債務負担行為含め
400億円を措置。

⚫ 今後、予算執行に向けて、系統用蓄電システム等の詳細な要件等を設計。

系統用蓄電システム等の導入支援
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⚫ GX経済移行債を活用した予算であることを踏まえ、GXの趣旨に則った要件等に加え、廃棄物
処理の着実な実施や安全性等を考慮し、要件・審査項目を検討する。

⚫ 本要件の詳細設計についても、新たな検討の場で議論していくことを予定。

現時点で検討中の要件等

（系統用蓄電システムの要件・審査項目のイメージ）※詳細は今後検討
＜供給事業者にかかる要件・審査項目＞
・GXリーグへの加入、もしくはそれと同等の取り組み（※１）

・サプライチェーン全体でGX実現に向けた取組を促進することの表明
・当該製品に関連した企業の成長（例：コスト競争力の向上、海外市場の獲得）につながる今後の方針策定
・必要な人材確保に向けた取組（例：継続的な賃上げ）
・廃棄物処理法に基づく広域認定の取得（※2）

・安全性確保（耐類焼性、事故発生の有無等）

＜蓄電事業者等にかかる要件・審査項目＞
・GXリーグへの加入、もしくはそれと同等の取り組み（※１）

・運転開始後３年間のデータ提供
・公衆安全の確保、法令、規程等に基づいた適切な対策等の実施
・採用予定の供給事業者が供給事業者審査項目を充足していることの確認
・計画実現の蓋然性やビジネスモデルの実現性・妥当性
・レジリエンスが高いメーカーの選定
・省エネ法の定期報告等を行っており、国内の省エネ（排出量削減）へ取り組んでいるメーカーの採用
・出力制御が多く発生しているエリアへの導入
・長時間充放電が可能なシステムの導入
（※１）ただし、温暖化対策法における算定報告制度に基づく2020年度CO2排出量が20万ｔ未満の企業又は中小企業基本法に規定する中小企業

に該当する企業については、その他の温室効果ガスの排出削減のための取組の提出をもって、これに替えることができる。
（※2）系統用蓄電池のみ対象 6



（参考）蓄電池産業の分野別投資戦略
出所）2023年12月15日 GX実行会議（第10回） 資料２
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